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【背景・目的】現在、本邦では、心疾患が死因の第 2 位を
占めており、平成 24 年の心疾患の死亡件数は 19 万件を
超えている。心疾患の死亡数の内訳では狭心症や心筋梗塞
といった虚血性心疾患が最も多く、平成 7 年から改善が見
られていない。そのため、経皮的冠動脈形成術
（Percutaneous Coronary Intervention 以下PCIと称す）
の施行件数は年々増加し、平成 24 年では 25 万件を超え
ている。PCI 施行後は再狭窄防止のため禁煙が必須となる。
しかし、入院中であっても禁煙することは困難であると訴
える患者が多くみられる。禁煙を継続するためには、患者
個人の力だけでは難しく、周りからの支援が必要不可欠で
ある。先行研究には、家族の支援により禁煙することがで
きたとある。また、虚血性心疾患患者の精神的健康におい
て、家族からのサポートが重要であることも報告されてい
る。しかし、禁煙と同居家族の有無の関係に有意差はない
と報告されている研究結果もある。つまり、禁煙と家族の
有無については明らかになっているが、禁煙するために同
居家族の支援が関係しているのかは明らかになっていな
い。 
そこで、本研究では、PCI 後の禁煙と家族との関連があ
るのかを明らかにするための基礎研究として、健康な学生
をもとに、禁煙に同居家族の支援が関係しているのか明ら
かにする。 
 
【方法】1．研究デザイン  
記述的デザイン 調査研究 
1)研究対象 
A 大学看護学科に所属する 4 年生で、研究参加に同意
が得られた 80 名。 
2）調査方法 
 自記式質問紙を用いたアンケート調査 
3)分析方法 
記述統計，記述内容の類型化 
2．倫理的配慮 
個人や関係者が特定されないようにして、本学倫理審査
を受審（17883-170816）し、承認を得た。 
 
【結果】アンケートの回収率は 100%，有効回答率は 100%
であった。喫煙については、喫煙者 2 名、禁煙者 1 名、
非喫煙者 77 名であった。喫煙者中、禁煙をしている者は
1 名、禁煙を目指している者は 0 名であった。禁煙者 1 名
は家族と同居しており、禁煙するために同居家族からの支
援は受けていたが、その支援内容の記述はなかった。 
 
 
 
【考察】家族とは、お互いの生活に関わろうとする情動に
よって結ばれているとライトは定義している。また、先行
研究では、家族のサポートが自己管理行動と相関している
ことが明らかになっている。家族はお互いの生活に関わろ
うとするため、家族のサポートが自己管理行動と相関する
ことが考えられる。つまり、禁煙をするためには家族の支
援が重要となる。今回の研究では禁煙に家族の支援が関係
していることが示唆されたが、その支援内容は明らかにな
らなかった。しかし、一般的には家族の支援内容では、家
庭内を禁煙にして、喫煙機会を減らすことも禁煙が継続す
る要因とされている。先行研究でも、非喫煙者、禁煙者の
家庭では家庭内を禁煙にしていることが多いと明らかに
なっている。 
また、本研究での場所となった大学は、構内禁煙であっ
た。先行研究では、敷地内禁煙であることで喫煙率が低下
することが明らかになっている。また、敷地内禁煙により
禁煙場所が撤去され、喫煙機会が減ったため喫煙者の喫煙
本数が減っていると推測されている。A 大学の敷地内にも
喫煙場所はなく、喫煙機会も少ない。そのため、調査対象
となった A 大学には喫煙者の割合が低かったと考えられ
る。また、A 大学は医療福祉系の大学であり、喫煙や受動
喫煙の害について頻回に学んでいる。そのためか、喫煙の
害についての知識があることで非喫煙者が大方であった。
先行研究でも、系統的な喫煙防止教室が行われていない大
学と系統的な喫煙防止教室を行っている大学の比較で、系
統的な喫煙防止教室を行っている大学が喫煙者の割合が
低いことが明らかになっている。A 大学も喫煙防止に力を
入れているために喫煙者の割合が低いことが考えられる。 
 
【結論】本研究では、禁煙に家族の支援が関係しているこ
とが示唆された。本研究の調査場所となった大学は、構内
が禁煙であった。そのため、この環境が結果に影響を及ぼ
したことは否定できない。今後、構内喫煙可の大学等を対
象に継続して調査していく必要がある。 
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